役員及び評議員の報酬に関する規程
社会福祉法人加古川つつじの家福祉会
（目　的）
第１条　この規程は、社会福祉法人加古川つつじの家福祉会（以下「法人」という。）の定款第九条及び第二三条の規定に基づき、役員及び評議員の報酬について必要な事項を定める。
（定　義）

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
（1） 役員とは、理事及び監事をいう。
（2） 役員等とは、理事、監事及び評議員をいう。
（適用除外）

第３条　役員等において、法人本部及び事業所の職員を兼務する者には、この規程を適用しない。

（報酬等の総額）

第４条　法人の役員の報酬総額は、年間200万円以内とする。

（報　酬）
第５条　理事長については、第３項に定める法人業務及び理事長専決規程に基づく日常業務について、理事長報酬を　月額100,000円　支給する。
　　２　業務執行理事については、第３項に定める法人業務及び業務執行理事専決事項に基づく日常業務について、業務執行理事報酬を　月額30,000円　支給する。
３　理事長及び業務執行理事を除く役員等の報酬は、次に定める法人業務に携わった時に、日額3,110円　支給する。
（1） 理事会及び評議員会への出席
（2） 監事による定期または臨時監査
（3） 監事の評議員・選任解任委員会への出席
（4） 行政機関による監査の立会

（5） 理事長の要請によるその他の法人業務

（報酬の支払方法）
第６条　報酬の支給について、月額支給の場合は、毎月の法人職員給与支給日に支払うものとし、日額支給の場合は、必要の都度、支払うものとする。
　　２　報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。
（公　表）　　
第７条　この法人は、この規程をもって、社会福祉法第59条の2第1項第2号に定める報酬等の支給の基準として公表する。
（改　廃）

第８条　この規程の改廃は、評議員会の決議を経て行う。
附　　則
平成23年8月1日施行「役員等費用弁償規程」、平成24年9月1日施行「理事長報酬規程」は、平成28年12月19日廃止する。

平成28年12月20日施行「役員報酬等に関する規程」は、平成29年12月31日廃止する。
この規程は、平成30年1月1日より施行する。
この規程は、令和4年1月18日より施行する。
この規程は、令和4年3月11日より施行する。
この規程は、令和4年10月6日より施行する。
　　
